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Ⅰ．労働者調査の実施概要
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Ⅰ．労働者調査の実施概要

調査対象及び調査対象数

– 男性・正社員：20～40代の子ども（末子が3歳未満）を持つ正社員・職員 1,500人

– 女性・正社員：20～40代の子ども（末子が小学校就学前）を持つ正社員・職員 1,000人

– 女性・非正社員：20～40代の子ども（末子が小学校就学前）を持つ非正社員・職員 1,000人

※女性・非正社員は、パート、アルバイト、契約社員、派遣労働者を含む。

調査期間：平成27年5月15日（金）～5月17日（日）

調査方法：WEB上でのモニター調査

有効回答数：3,500人
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Ⅱ．労働者調査の結果概要
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１．回答者の属性
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20-24歳 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-44歳 45-49歳

回答者属性①

図表1 年代区分

図表2 未既婚

図表3 子の人数

図表4 末子年齢

注）就業形態は現在

※就業形態（図表の縦軸）のあとのカッコ内の数値は、サンプル数（n）である。以下同様。
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回答者属性②

図表5 配偶者就業形態

図表6 週あたり労働時間

図表7 自身の年収

図表8 世帯収入

注）就業形態は現在
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非正社員・職員（パート、アルバイト、契約社員、派遣労働者・派遣社員）

自営業主・家族従業員・内職・在宅就業など

その他

育児や介護、病気等で休職中である（育児休業中、介護休業中等を含む）

働いていない（専業主婦、主夫、学生など）

0.7%

8.3%
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女性・非正社員（n=1000）
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500万円以上～700万円未満 700万円以上～900万円未満 900万円以上～1000万円未満
1000万円以上 わからない

5.2%

3.6%

6.0%

14.7%

26.4%

22.4%

37.1%

28.9%

23.4%

23.7%

17.5%

18.7%

7.6%

7.1%

7.3%

10.8%

11.1%

5.0%
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500万円以上～700万円未満 700万円以上～900万円未満 900万円以上～1000万円未満
1000万円以上 わからない
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２．産前産後休業
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女性・正社員

（n=809）

女性・非正社員

（n=171）

（日）

77.1%

27.5%

3.7%

4.7%

2.3%

4.5%

6.2%

24.6%

2.7%

17.0%

8.1%

21.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性・正社員（n=1055）

女性・非正社員（n=622）

制度を利用した

制度を利用しなかったが、利用したかった

制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった

制度を利用したかった

制度を利用したいと思わなかった

わからない

制度があった

制度はなかった

産前産後休業の取得率、取得期間

女性・非正社員では約5割が産前産後休業を利用しなかったと回答したが、 うち「女性・非正社員」の29.3%は利用希望があったにもかかわ
らず利用できていない。

産前産後休業の取得者あたりの取得期間については、「女性・正社員」の81日に対し、「女性・非正社員」は89日と大きく変わらない。休業
の取得ができれば非正社員も同程度の期間を休むことができている。

図表9 産前産後休業制度の取得状況

図表10 産前産後休業制度 取得者あたり取得日数

注）就業形態は末子妊娠時

利
用
希
望
だ
が

利
用
で
き
て

い
な
い
割
合※

※ 「利用希望だが利用できていない割合」：「制度あり・制度を利用しなかったが、

利用したかった」＋「制度なし・制度を利用したかった」の合計。以後同様。

※育児を目的とした休業に関して、合計で男性900日以上、女性1,500日以上を
記入したサンプルは 、記入間違いまたは特別な事情がある可能性高いと判

断し、取得日数「不明」として集計から除外。

29.3%

9.9%
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３．育児休業
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6.0%

7.4%

26.2%

3.4%

5.3%

17.5%

7.0%

25.9%

20.2%

3.6%

17.4%

18.2%

8.3%

21.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・正社員（n=1478）

女性・正社員（n=1055）

女性・非正社員（n=622）

制度を利用した
制度を利用しなかったが、利用したかった
制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった
制度を利用したかった
制度を利用したいと思わなかった
わからない

制度があった

制度はなかった

育児休業の取得率、取得期間

育児休業の取得率は、「男性・正社員」で5.4％、「女性・正社員」で71.7%、「女性・非正社員」で22.8%。女性は就業形態により大きな差が
ある。「女性・非正社員」で56.0%が育児休業を利用しなかったと回答したが、うち33.3%は利用希望があったにもかかわらず利用できてい
ない。

産前産後休業を取った人のうち育児休業を取得した割合は、「女性・正社員」が93％（71.7÷77.1）、「女性・非正社員」が83％、
（22.8÷27.5）であった。産前産後休業を取ることができれば、非正社員も8割強が育児休業を取得できている。
育児休業取得者あたりの休業取得期間は、「男性・正社員」が102日、「女性・正社員」が326日、「女性・非正社員」が293日である。「女性・
非正社員は、女性・正社員と比べて取得率は大幅に低いが、取得できれば「女性・正社員」に近い期間を休むことができている。

図表11 育児休業制度の取得状況 図表12 育児休業制度 取得者あたり取得日数

注）就業形態は末子妊娠時

30.1%

13.0%

※育児を目的とした休業に関して、合計で男性900日以上、女性1,500日
以上を記入したサンプルは 、記入間違いまたは特別な事情がある可

能性が高いと判断し、取得日数「不明」として集計から除外。

「育児休業の利用なし」
女性・非正社員 56.0%

利用希望だが利用

できていない割合

33.3%
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育児休業制度（連続取得）
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男性・正社員

女性・正社員

女性・非正社員

（日）

0.0%

5.4%

2.6%

39.0%

2.2%

19.9%

0.7%

77.1%

71.7%

13.5%

51.8%

11.5%

0.0%

1.4%

27.5%

22.8%

3.7%

17.5%

3.5%

0.0%

0.5%

0 25 50 75 100

産前・産後休業制度

育児休業制度（連続取得）

育児休業制度（再取得）

年次有給休暇制度

失効年次有給休暇制度

配偶者出産休暇制度

その他休暇制度

男性・正社員(n=1478)

女性・正社員(n=1055)

女性・非正社員(n=622)

（％）

末子出産後の、育児を目的とした休業の取得率と取得日数

「男性・正社員」は育児休業制度ではなく、年次有給休暇制度を利用する割合が39.0%と最も高い。次に配偶者出産休暇制度19.9%が続く。

図表13 各種休業制度の取得率 図表14 各種休業制度の取得者あたり取得日数

注）就業形態は末子妊娠時

※「その他休業」はサンプルが少ないため参考値

※育児を目的とした休業日数に関しては、合計で男性900日以上、女性1,500日以上を記入したサンプル
は 、記入間違いまたは特別な事情がある可能性が高いと判断し、取得日数「不明」として集計から除外。

産前・産
後休業制
度

育児休業
制度（連
続取得）

育児休業
制度（再取
得）

年次有給
休暇制度

失効年次
有給休暇
制度

配偶者出
産休暇制
度

その他休
暇制度

男性・正社員 - 79 39 574 32 293 11
女性・正社員 809 747 142 543 121 - 15
女性・非正社員 171 141 23 109 22 - 3

【サンプル数】
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10.3%

1.7%

4.3%

6.7%

5.9%

12.1%

2.5%

5.6%

2.9%

16.5%

33.6%

9.5%

30.8%

0.0%

0.0%

15.2%

5.2%

10.9%

8.5%

10.4%

4.3%

2.4%

0.9%

6.6%

7.1%

10.4%

11.8%

0.0%

4.3%

12.3%

41.4%

22.4%

12.9%

0.0%

7.5%

8.3%

4.3%

4.0%

2.3%

4.3%

0.6%

1.4%

1.4%

6.0%

2.3%

4.3%

6.9%

0.0%

3.4%

17.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

会社で育児休業制度が整備されていなかったから

自身が育児休業制度の対象になっていなかったから

職場が育児休業制度を取得しづらい雰囲気だったから

男性の両立支援制度利用に対して、会社や職場の理解がなかったから

有期契約社員の両立支援制度利用に対して、会社や職場の理解がなかったから

休業取得による、所得減等の心配があったから

休業取得によって、仕事がなくなったり、契約終了（解雇）の心配があったから

残業が多い等、業務が繁忙であったため

休業から復職する際に、仕事や職場の変化に対応できないと思ったから

休業前と同じ仕事や職場に復職することが難しいと思ったから

昇給や昇格など、今後のキャリア形成に悪影響がありそうだと思ったから

配偶者や家族から（取得することに）後押しがなかったから、または反対があったから

会社の手続き等が煩雑でわかりづらかったから

制度について十分わかっていなかったから

（自身が制度の対象になっているかわからなかった場合を含む）

仕事にやりがいを感じていたから

配偶者や子の祖父母等、自分以外に育児を担う人がいたから

保育所等に預けることができたから

育児休業は男性ではなく、女性が取得するべきものだと思っていたから

その他

わからない、覚えていない

男性・正社員（n=1129）

女性・正社員（n=211）

女性・非正社員（n=348）

育児休業の非取得理由

「女性・非正社員」で他より高くあがったのが「会社で育児休業制度が整備されていなかったから」（41.4％）、「自身が育児休業制度の対象
になっていなかったから」（22.4%）である。「男性・正社員」で他より高くあがったのが「残業が多い等、業務が繁忙であったため」（21.2%）、
「休業取得による、所得減等の心配があったから」（18.5%）である。

図表15 育児休業制度を取得しなかった理由

注）就業形態は末子妊娠時



14

産休・育休、両立支援制度が利用できることを知っていたか

女性の産前産後休業制度、育児休業制度、所定外労働の免除、子の看護休暇制度について、会社に制度が整備されていなくても、法律上、

制度の対象であれば利用できるということについて、「男性・正社員」と「女性・非正社員」では7割弱が、 「利用できることを知らなかった」と
回答。

図表16 休業制度・両立支援制度が会社に整備されていなくても
法律上、制度の対象であれば利用できることを知っていたか

注）就業形態は末子妊娠時

32.1%

51.8%

33.6%

67.9%

48.2%

66.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・正社員（n=1478）

女性・正社員（n=1055）

女性・非正社員（n=622）

知っていた 知らなかった
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４．子の看護休暇
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0.2
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4.1
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6.8

0 5 10 15

男性・正社員

(n=1500)

女性・正社員

(n=1000)

女性・非正社員

(n=1000)

子の看護

休暇制度

年次有給

休暇制度

その他の

休暇制度

欠勤 通常保育以外の

預かりサービス

祖父母など

親族による看護

（日）

子の看護休暇以外も含めた、子の看護のために取得した休暇日数

この1年間に、子の看護のために何らかの休暇や制度・預かり等を利用した平均日数は、最も多い「女性・正社員」で11.2日、続いて「女性・
非正社員」では6.8日、「男性・正社員」は4.1日であった。
子の看護休暇は、一番多い「女性・正社員」でも年間平均で1.8日の利用に留まる。男女ともに正社員で最も多く利用されているのは「年次
有給休暇」（男性1.9日、女性4.9日）であった。「女性・非正社員」では「欠勤」（2.1日）が最も多く利用されている。

図表17 子どもの病気における休暇や預かりの利用 年間の平均利用日数

※予防接種や健康診断も含む。

※いずれかで100日以上を記入したサンプルは長期入院等の可能性があると判断し、「不明」として集計から除外。

注）就業形態は現在
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13.9%
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11.9%
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17.1%
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9.6%
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14.1%
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9.7%
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7.8%

18.3%

32.8%

13.6%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家計への影響（収入が減る）のため取得しなかった

自分以外に看護をする人がいた

（配偶者や子の祖父母・親族等）

病児・病後児保育等の保育サービスを利用した

年次有給休暇の取得で対応した

職場に迷惑がかかるため取得しなかった

職場の雰囲気で取りづらかった

子どもが病気にならず、取得する必要が生じなかった

制度があることを知らなかった

制度はあるが自分は対象になっていなかった

その他

男性・正社員（n=1337）

女性・正社員（n=707）

女性・非正社員（n=825）

子の看護休暇取得率

看護休暇取得率は「女性・非正社員」で17.5%であり、「女性・正社員」の29.3%と比べて10%以上の差がある。
子の看護休暇を利用しない理由として、「女性・非正社員」では「制度があることを知らなかった」が3割超。

※予防接種や健康診断も含む。

図表18 子の看護休暇 利用率 図表19 子の看護休暇を利用しない理由

注）就業形態は現在

10.9%

29.3%

17.5%

0% 10% 20% 30% 40%

男性・正社員(n=1500)

女性・正社員(n=1000)

女性・非正社員(n=1000)
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7.9%

15.6%

4.7%

12.3%

16.8%

6.9%

16.7%

25.7%

16.7%

63.0%

41.9%

71.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・正社員（n=1500）

女性・正社員（n=1000）

女性・非正社員（n=1000）

予防接種や健康診断を目的に看護休暇を取得したことがある

予防接種や健康診断を目的に看護休暇を取得できることは知っていたが、実際に取得したことはない

看護休暇は聞いたことがあるが、予防接種や健康診断を目的に取得できることを知らなかった

看護休暇について、まったく知らなかった

看護休暇の取得単位、予防接種・健康診断目的の利用

看護休暇について、男女とも正社員では半日単位の取得は5割程度、時間単位は2割程度の利用がある。「女性・非正社員」では7割がいず
れも利用していない。

子の看護休暇について、「男性・正社員」、「女性・非正社員」では「まったく知らなかった」が6~7割。

図表21 予防接種や健康診断を目的とした看護休暇の取得実績

図表20 半日単位、時間単位での看護休暇取得実績

注）就業形態は現在

46.0%

17.8%

43.6%

53.2%

23.2%

36.2%

20.0%

12.6%

69.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

半日単位での看護休暇

時間単位での看護休暇

該当なし

男性・正社員（n=163）

女性・正社員（n=293）

女性・非正社員（n=175）
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５．有期契約労働者
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22.8%

10.3%

22.9%

29.4%

14.3%

7.4%

7.7%

14.3%

7.1%

6.8%

5.3%

7.7%

2.9%

4.8%

6.1%

25.9%

33.3%

37.1%

26.6%

17.0%

17.4%

19.2%

11.4%

15.5%

21.8%

21.2%

21.8%

11.4%

16.7%

34.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性・非正社員 計（n=622）

１年以内に契約が終了する見込みだった（n=78）

１年を超えて契約は続く見込みだったが、

数年以内に契約は終了する見込みだった（n=35）

特に理由がない限り、

希望すればその後も継続更新される見込みだった（n=354）

わからない・覚えていない（n=147）

制度を利用した

制度を利用しなかったが、利用したかった

制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった

制度を利用したかった

制度を利用したいと思わなかった

わからない

制度があった

制度はなかった

22.8%

6.8%

22.6%

34.8%

40.4%

13.5%

7.4%

6.3%

5.2%

12.8%

6.1%

5.4%

5.3%

6.3%

7.7%

2.1%

6.1%

0.0%

25.9%

28.4%

26.5%

25.5%

22.2%

21.6%

17.4%

27.9%

18.1%

11.3%

7.1%

10.8%

21.2%

24.2%

20.0%

13.5%

18.2%

48.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性・非正社員 計（n=622）

週20時間未満（n=190）

週20時間以上～週30時間未満

（n=155）

週30時間以上～週40時間未満

（n=141）

週40時間以上（n=99）

わからない・覚えていない（n=37）

制度を利用した

制度を利用しなかったが、利用したかった

制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった

制度を利用したかった

制度を利用したいと思わなかった

わからない

制度があった

制度はなかった

22.8%

9.1%

40.2%

39.7%

52.0%

19.7%

7.4%

5.8%

7.6%

11.8%

16.0%

5.1%

5.3%

5.5%

5.4%

4.4%

6.0%

5.1%

25.9%

34.9%

20.7%

19.1%

16.0%

18.2%

17.4%

22.2%

12.0%

10.3%

6.0%

19.0%

21.2%

22.5%

14.1%

14.7%

4.0%

32.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性・非正社員 計（n=622）

0回（契約更新の機会はな

かった）（n=275）

1～2回（n=92）

3～5回（n=68）

6回以上（n=50）

わからない・覚えていない

（n=137）

制度を利用した

制度を利用しなかったが、利用したかった

制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった

制度を利用したかった

制度を利用したいと思わなかった

わからない

制度があった

制度はなかった

22.8%

6.9%

22.1%

31.0%

38.0%

11.1%

7.4%

8.3%

5.5%

6.2%

11.6%

3.7%

5.3%

4.9%

5.5%

6.2%

5.0%

3.7%

25.9%

31.9%

26.7%

28.3%

16.5%

18.5%

17.4%

24.3%

16.1%

12.4%

17.4%

11.1%

21.2%

23.6%

24.0%

15.9%

11.6%

51.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性・非正社員 計（n=622）

1年未満（n=144）

1年以上～3年未満（n=217）

3年以上～5年未満（n=113）

5年以上（n=121）

わからない・覚えていない

（n=27）

制度を利用した

制度を利用しなかったが、利用したかった

制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった

制度を利用したかった

制度を利用したいと思わなかった

わからない

制度があった

制度はなかった

有期契約労働者労働条件別の育児休業取得

非正社員の育児休業取得は、「勤続年数が3年以上」「契約更新1回以上」 「週あたり労働時間が30時間以上」で3割を超える。長期の契約
実績があり、週あたり労働時間が長い場合に、育児休業を取得する割合が高まるといえる

図表22 妊娠時の勤続年数別・育児休業取得

図表23 妊娠時の契約更新回数別・育児休業取得

図表24 妊娠時の週あたり労働時間別・育児休業取得

図表25 妊娠時の契約更新見込み別・育児休業取得

注）就業形態は末子妊娠時
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46.5%

26.8%

28.2%

31.0%

11.3%

16.2%

2.1%

16.2%

2.1%

19.7%

36.6%

4.2%

4.2%

0.0%

0.0%

6.3%

4.9%

5.2%

6.6%

2.9%

4.0%

2.6%

3.2%

0.3%

2.6%

8.6%

2.3%

0.9%

0.9%

2.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

産前産後休業や育児休業制度に関する会社からの周知

（説明会、資料配布等）

人事担当者と、産前産後休業や

育児休業の取得対象者との個別面談

人事や上司からの産前産後休業や

育児休業の取得を勧める働きかけ

復帰後の雇用契約について説明を実施

同じ会社で出産・育児をしている人との情報交換、相談会

休業利用時の会社からのフォローについて説明

その他

職場の状況についての情報提供

社内イントラネット等へのアクセス許可

人事担当者や管理者から定期的な連絡

復帰にあたっての相談

今後のキャリアについての相談

休業中の職場訪問推進

在宅での職業能力向上のための講習等を実施

その他 女性・非正社員-育休・利用あり(n=142)

女性・非正社員-育休・利用なし(n=348)

会社の取組

育児休業を取得した女性・非正社員は会社から様々な働きかけを受けている。企業の取組は非正社員の育児休業取得を大きく後押しする

と考えられる。

図表26 育児休業の取得に関する会社からの働きかけ
女性・非正社員 育休取得有無別

注）就業形態は末子妊娠時

妊
娠
中

育
休
中
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６．ひとり親
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ひとり親家庭の実態

図表27 就業形態別 配偶者有無

図表28 女性・就業×配偶者有無別 自身の年間所得

図表29 女性・就業×配偶者有無別 世帯の年間所得

ひとり親は女性で1割程度みられる。
非正社員のひとり親家庭の世帯年収は「130万円未満」が3割強、「130万円以上300万円未満」が3割強となっており、所得水準は低い。

注）就業形態は現在

8.6%

5.6%

78.9%

54.2%

34.6%

42.7%

16.7%

34.6%

38.0%

34.8%

2.0%

5.6%

8.7%

6.7%

2.3%

4.5%

6.9%

5.6%

2.2%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性・正社員-配偶者あり(n=911)

女性・正社員-配偶者なし(n=89)

女性・非正社員-配偶者あり(n=893)

女性・非正社員-配偶者なし(n=107)

130万円

未満

130万円以上～

300万円未満

300万円以上～

500万円未満

500万円以上～

700万円未満

700万円以上～

900万円未満

900万円以上～

1000万円未満

1000万円以上 わからない

4.5%

32.7%

3.8%

28.1%

12.5%

32.7%

22.0%

27.0%

40.4%

9.3%

24.6%

11.2%

26.0%

4.7%

19.5%

10.1%

8.5%

7.8%

11.9%

3.4%

3.7%

9.9%

13.5%

6.4%

15.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性・正社員-配偶者あり(n=911)

女性・正社員-配偶者なし(n=89)

女性・非正社員-配偶者あり(n=893)

女性・非正社員-配偶者なし(n=107)

130万円

未満

130万円以上～

300万円未満

300万円以上～

500万円未満

500万円以上～

700万円未満

700万円以上～

900万円未満

900万円以上～

1000万円未満

1000万円以上 わからない

99.5%

91.1%

89.3%

0.5%

8.9%

10.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・正社員(n=1500)

女性・正社員(n=1000)

女性・非正社員(n=1000)

配偶者あり（事実婚を含む） 配偶者なし
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24.0%

13.5%

16.8%

19.8%

18.8%

32.7%

30.4%

32.9%

34.8%

2.5%

18.0%

9.0%

15.7%

25.8%

14.6%

32.6%

19.1%

42.7%

48.3%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

育児休業の法定期間の延長

育児休業の分割取得

子の看護休暇の法定期間の延長

半日・時間単位での子の看護休暇取得

妊娠・出産を理由とする不利益取扱いを行う企業への

監視・罰則

保育サービスの多様化

（一時預かり、預かり時間の延長、休日対応等）

保育所の増設・受け入れ児童の増加

病児・病後児保育の充実

育児に対する金銭的支援

（児童手当の増額、年少扶養控除の復活等）

その他
女性・正社員-配偶者あり(n=911)

女性・正社員-配偶者なし(n=89)

15.0%

8.0%

12.1%

21.9%

17.5%

41.2%

35.4%

39.3%

39.2%

1.6%

6.5%

10.3%

15.0%

21.5%

22.4%

40.2%

29.9%

39.3%

43.9%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

育児休業の法定期間の延長

育児休業の分割取得

子の看護休暇の法定期間の延長

半日・時間単位での子の看護休暇取得

妊娠・出産を理由とする不利益取扱いを行う企業へ

の監視・罰則

保育サービスの多様化

（一時預かり、預かり時間の延長、休日対応等）

保育所の増設・受け入れ児童の増加

病児・病後児保育の充実

育児に対する金銭的支援

（児童手当の増額、年少扶養控除の復活等）

その他
女性・非正社員-配偶者あり(n=893)

女性・非正社員-配偶者なし(n=107)

行政の支援に対するニーズ

行政に対する「金銭的支援」のニーズは相対的に高くあがっているが、「保育サービスの多様化」「病児・病後児保育の充実」も高くあげられて

いる。

「育児休業の分割取得」「子の看護休暇の法定期間延長」のニーズは1~2割程度。

図表30 女性正社員・配偶者有無別 行政への期待（3つまで） 図表31 女性非正社員・配偶者有無別 行政への期待（3つまで）

注）就業形態は現在
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1.9

1.4

1.2

1.1

5.0

3.8

1.3

1.7

0.7

1.0

0.2

0.2

1.1

1.0

2.0

2.4

0.5

0.2

0.4

0.2

2.1

2.8

1.6

2.4

11.3

10.2

6.7

8.0

0 5 10 15

配偶者あり(n=911)

配偶者なし(n=89)

配偶者あり(n=893)

配偶者なし(n=107)

子の看護

休暇制度

年次有給

休暇制度

その他の

休暇制度

欠勤 通常保育以外の

預かりサービス

祖父母など

親族による看護

（日）

ひとり親家庭の看護休暇取得実態

「女性・正社員」、「女性・非正社員」ともに、ひとり親家庭の女性の方が「祖父母など親族による看護」を利用している。

注）就業形態は現在

図表32 女性 就業形態・配偶者有無別
子どもの病気における休暇や預かりの利用 平均利用日数

女
性
・
正
社
員

女
性
・
非
正
社
員
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７．男性の制度利用
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8.8%

11.8%

10.9%

7.7%

16.1%

17.6%

14.5%

16.5%

25.8%

41.2%

32.7%

22.2%

17.0%

17.6%

14.5%

18.0%

17.3%

15.5%

19.0%

15.1%

11.8%

11.8%

16.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・妻正社員全体(n=411)

男性・妻正社員所定外労働の免除(n=17)

男性・妻正社員短時間勤務制度(n=110)

男性・妻正社員現在いずれも利用なし(n=284)

制度を利用した
制度を利用しなかったが、利用したかった
制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった
制度を利用したかった
制度を利用したいと思わなかった
わからない

制度があった

制度はなかった

5.4%

8.8%

3.8%

4.4%

12.6%

16.1%

11.5%

11.2%

26.2%

25.8%

22.1%

28.4%

17.5%

17.0%

19.2%

16.6%

20.2%

17.3%

22.1%

21.5%

18.2%

15.1%

21.2%

17.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 計（n=1478）

男性・妻正社員（n=411）

男性・妻非正社員（n=312）

男性・妻無業（n=687）

制度を利用した

制度を利用しなかったが、利用したかった

制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった

制度を利用したかった

制度を利用したいと思わなかった

わからない

制度があった

制度はなかった

利
用
希
望
だ
が

利
用
で
き
て
い
な
い
割
合

30.1%

33.1%

30.7%

27.8%

男性正社員の、妻の就業形態および両立支援制度利用別 育児休業の取得

注）就業形態は末子妊娠時

注）両立支援制度は現在の利用

図表33 妻の就業形態別 男性の育児休業取得状況

妻が正社員の男性で育児休業を取得したのは8.8%である。妻が非正社員や無業の場合の取得率は5%未満で低いが「利用希望だが利用
できていない」割合は3割程度である
妻が両立支援制度を利用している層では、「制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった」との回答が多い。

図表34 正社員妻の両立支援制度利用別 男性の育児休業取得状況

33.1%

35.2%

29.0%

34.5%

利
用
希
望
だ
が

利
用
で
き
て
い
な
い
割
合
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男性育児休業に関する新制度 利用状況

図表35 妻の就業形態別
男性のパパ・ママ育休プラス 利用状況

パパ・ママ育休プラスの利用率は男性全体で0.3%であり、利用水準は低い。

0.3%

0.2%

0.3%

6.0%

7.1%

4.5%

10.8%

12.9%

8.0%

21.0%

18.2%

23.7%

17.7%

15.8%

19.9%

44.2%

45.7%

43.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・妻有業（n=751）

男性・妻正社員（n=411）

男性・妻非正社員（n=312）

制度を利用した

制度を利用しなかったが、利用したかった

制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった

制度を利用したかった

制度を利用したいと思わなかった

わからない

制度があった

制度はなかった
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32.4% 17.6% 11.8% 11.8% 8.8% 17.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 8週以内に

育休取得(34)

制度を利用した
制度を利用しなかったが、利用したかった
制度を利用しておらず、利用したいとも思わなかった
制度を利用したかった
制度を利用したいと思わなかった
わからない

制度があった

制度はなかった

23.5 24.2 52.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・正社員（n=1478)

育児を目的に年次有給休暇制度のみ取得

育児を目的に年次有給休暇制度以外の休暇を取得

育児を目的とした休暇取得なし

男性の育児を目的とした休業の取得

「男性・正社員」では、育児を目的に休業を取得した割合は、5割弱である。そのうち約半数が「年次有給休暇」のみの取得である。
育児を目的に「有給休暇以外」の休業を取得した人（ｎ=357）のうち、8割強は「出産前～出産後8週以内」に休暇を取得している。
8週以内に育児休業者のうち、再度取得をしたのは32.4％である。利用を希望していたが利用できなかった割合は29.4%であった。

注）就業形態は末子妊娠時

図表37 男性・育児を目的として、有給休暇以外の休業を
取得した者の取得休業種類・取得時期

※出産後8週以内に育児休業について「制度あり・制度を利用した」
と回答した男性サンプルで集計。

(%)

図表36 男性・育児を目的とした休業取得者の取得割合

出産前～
産後８週
以内

産後８週
を超え
て、子が
１歳２ヶ月
になるま
で

子が１歳
２ヶ月を
超えてか
ら

わからな
い・覚えて
いない

計

育児休業制度（連続取得） 13.5 4.8 0.8 4.5 22.3

育児休業制度（再取得） 4.8 2.5 0.6 3.7 11.0

年次有給休暇制度 50.4 19.2 10.7 8.5 63.9

失効年次有給休暇制度 5.6 2.5 1.4 2.3 9.0

配偶者出産休暇制度 67.9 4.8 0.6 11.3 82.5

その他の休暇・休業制度 2.5 0.3 0.3 0.6 3.1

計 83.9 24.2 11.8 17.5 100.0

n=357

※「育児を目的に年次有給休暇制度以外の休暇を取得」した層には、年次有給

休暇とあわせて他の休暇を取得した者も含まれる

図表38 男性・出産後8週間以内 育児休業取得者の
育児休業再取得割合 及び利用希望

利
用
希
望
だ
が

利
用
で
き
て

い
な
い
割
合

29.4%

※取得休業種類と休業時期は、それぞれ複数選択で取得しているため、各項目の合算値は100とならない。
※育児を目的とした休業に関して、合計で男性900日以上、女性1,500日以上を記入したサンプルは 、記入間違
いまたは特別な事情がある可能性があると判断し、取得日数「不明」として集計から除外。
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15.3%

15.1%

29.7%

25.3%

51.6%

8.0%

4.8%

19.9%

13.1%

67.6%

9.5%

7.1%

23.9%

12.2%

66.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パパ・ママ育休プラス（両親ともに育児休業を取得する場合に、

子が１歳２ヶ月までの間に１年間休業が可能なこと）

父親が産後８週間以内に育児休業（パパ休暇）を取得した場合、

再度育児休業を取得できること

配偶者が専業主婦（夫）でも、育児休業が取得できること

育児休業給付などの所得補償や

社会保険料の免除が受けられること

上記のいずれも知らない

男性・妻正社員（n=411）

男性・妻非正社員（n=312）

男性・妻無業（n=687）

20.0%

17.5%

20.0%

3.8%

10.0%

7.5%

1.3%

15.0%

7.5%

12.5%

10.0%

1.3%

5.0%

0.0%

1.3%

5.0%

2.0

2.8

1.3

2.5

1.7

1.1

3.5

0.9

1.9

2.5

1.2

0.8

0.3

0.7

0% 10% 20% 30%

産前産後休業や育児休業制度に関する会社からの周知

（説明会、資料配布等）

人事担当者と、産前産後休業や

育児休業の取得対象者との個別面談

人事や上司からの産前産後休業や

育児休業の取得を勧める働きかけ

復帰後の雇用契約について説明を実施

同じ会社で出産・育児をしている人との情報交換、相談会

休業利用時の会社からのフォローについて説明

その他

職場の状況についての情報提供

社内イントラネット等へのアクセス許可

人事担当者や管理者から定期的な連絡

復帰にあたっての相談

今後のキャリアについての相談

休業中の職場訪問推進

在宅での職業能力向上のための講習等を実施

その他

男性・正社員-育休・利用あり(n=80)

男性・正社員-育休・利用なし(n=1129)

男性の育児休業制度に関する認知と、会社の取組み

育児休業に関する新制度について「いずれも知らない」と回答した男性は過半数に及ぶ。

育児休業を取得した男性は会社から様々な働きかけを受けており、企業の取組は男性の育児休業取得を大きく後押しすると考えられる。

図表39 男性・育児休業の新制度 認知状況
妻の就業形態別

図表40 育児休業の取得に関する会社からの働きかけ
男性の育休取得有無別

妻
・妊
娠
中

育
休
中

注）男性の就業形態は末子妊娠時注）妻の就業形態は末子妊娠時
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８．所定労働時間の短縮措置、所定外労働の免除
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0.5%

29.2%

8.6%

2.1%

11.7%

4.2%

14.9%

18.7%

18.3%

82.5%

40.4%

68.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・正社員（n=1500）

女性・正社員（n=1000）

女性・非正社員（n=1000）

現在利用している 以前は利用していたが、現在は利用していない
利用したことはないが、利用したかった 利用したことはなく、利用希望もない

所定労働時間の短縮措置、所定外労働の免除等の利用 注）就業形態は現在

図表42 所定外労働の免除 利用状況

図表41 短時間勤務制度 利用状況

「女性・正社員」における現在の両立支援制度の利用状況をみると、短時間勤務制度は29.2%利用されているのに対し、所定外労働の免除
は7.7％の利用に留まる。

1.7%

7.7%

2.4%

2.0%

8.1%

3.6%

14.1%

18.8%

17.0%

82.2%

65.4%

77.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・正社員（n=1500）

女性・正社員（n=1000）

女性・非正社員（n=1000）

現在利用している 以前は利用していたが、現在は利用していない
利用したことはないが、利用したかった 利用したことはなく、利用希望もない
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55.8%

35.1%

24.7%

33.8%

5.2%

3.9%

9.1%

9.1%

6.5%

2.6%

1.3%

6.5%

2.6%

5.2%

1.3%

1.3%

1.3%

0.0%

62.5%

58.3%

37.5%

29.2%

8.3%

12.5%

4.2%

12.5%

4.2%

0.0%

0.0%

8.3%

0.0%

8.3%

4.2%

0.0%

4.2%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

子どものお迎えに間に合わないため

子どもの生活時間を優先したいため

仕事と育児の両立に対して不安があったため

家事・育児の多くを、自分が担っているため

家族が所定外労働の免除を希望したため

人事や上司から、所定外労働の免除をすすめられたため

育児休業から復職後に、

所定外労働の免除を利用している人が職場に多いため

残業が多い職場では、

所定外労働の免除を利用しないと定時で帰りづらいため

会社に短時間勤務制度がなかったため

自身が短時間勤務制度の対象になっていなかったため

キャリアのために通常勤務に

なるべく近い働き方がしたいと思ったため

短時間勤務をすると、

家計への影響（収入が減る）があるため

家族が短時間勤務を利用することに賛成しなかったため

短時間勤務制度を利用すると、職場に迷惑がかかるため

人事や上司から、短時間勤務をすすめられなかったため

育児休業から復職後に、

短時間勤務をしている人が職場に少ないため

短時間勤務制度についてよく知らなかったため

（利用できるかわからなかった場合も含む）

その他

女性・正社員(n=77)

女性・非正社員(n=24)

70.2%

57.2%

41.1%

48.3%

10.3%

3.8%

12.0%

14.7%

1.4%

1.7%

2.4%

64.0%

52.3%

39.5%

45.3%

5.8%

5.8%

1.2%

12.8%

1.2%

5.8%

2.3%

0% 20% 40% 60% 80%

子どものお迎えに間に合わないため

子どもの生活時間を優先したいため

仕事と育児の両立に対して不安があったため

家事・育児の多くを、自分が担っているため

家族が短時間勤務にすることを希望したため

人事や上司から、短時間勤務をすすめられたため

育児休業から復職後に、

短時間勤務をしている人が職場に多いため

残業がある職場では、定時で帰りづらいため

給料が減らないと、周りに申し訳なく感じるため

所定外労働の免除についてよく知らなかったため

（利用できるかわからなかった場合も含む）

その他
女性・正社員(n=292)
女性・非正社員(n=86)

所定労働時間の短縮措置、所定外労働の免除等の選択理由

短時間勤務を利用している理由として高くあがっている項目は、所定外労働の免除を利用している項目と大きくは変わらない。

「残業がある職場では定時で帰りづらいため」をあげたのは、それぞれ1割前後である。

図表43 短時間勤務を利用している理由 図表44 所定外労働の免除を利用している理由
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31.1%

5.6%

7.5%

7.3%

13.0%

10.7%

6.6%

23.0%

0.9%

14.1%

9.0%

7.5%

23.0%

3.8%

27.5%

12.5%

21.8%

4.8%

14.1%

3.9%

0.7%

8.4%

0.8%

6.7%

4.5%

2.8%

29.4%

6.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

会社で制度が整備されていなかったため

自身が、制度の利用対象になっていなかったため

もともと勤務時間が長くないため、利用する必要がない

自己の裁量がある働き方をしているため、利用する必要がない

子どものお迎えの時間に十分間に合うため、

利用する必要がない

子どものお迎えや家事を配偶者や親族等に頼めるため、

利用する必要がない

キャリアのために早く通常勤務をしたいと思ったため

家計への影響（収入が減る）のため取得しなかった

家族が制度を利用することに賛成しなかったため

制度を利用すると、職場に迷惑がかかるため

人事や上司から、制度の利用をすすめられなかったため

育児休業から復職後に、

制度を利用している人が職場に少ないため

制度についてよく知らなかったため

（利用できるかわからなかった場合を含む）

その他

女性・正社員（n=531）

女性・非正社員（n=853）

所定労働時間の短縮措置、所定外労働の免除等を選択しない理由

正社員・非正社員ともに、「会社で制度が整備されていなかったため」は3割前後、「制度についてよく知らなかったため」は2~3割あげられた。
「女性・正社員」で高くあげられた理由は「家計への影響（収入が減る）」が2割強、非正社員で高くあげられた理由は「もともと勤務時間が長
くないため、利用する必要がない」が2割強。

注）就業形態は現在

図表45 短時間勤務・所定外労働の免除等を利用しなかった理由
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９．テレワーク
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1.5%

2.9%

1.1%

4.8%

7.0%

1.9%

9.3%

6.6%

4.0%

20.6%

31.4%

19.0%

29.1%

21.4%

23.6%

34.7%

30.7%

50.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性・正社員（n=1500）

女性・正社員（n=1000）

女性・非正社員（n=1000）

利用したことがある
利用したいが、利用したことはない
利用したことがなく、利用したいとも思わない
利用したい
利用したいと思わない
わからない

制度があった

制度はなかった

テレワークの利用経験

在宅勤務・テレワークの利用経験がある割合は、いずれも1~3%程度と低い水準である。利用希望は特に「女性・正社員」で4割弱と高い。

図表46 在宅勤務・テレワークの利用経験・利用意向

注）就業形態は現在

利用希望だが
利用できて
いない割合

25.4%

38.4%

20.9%


